伊豆大島　三ツ磯の池
東京地裁判決　平成13年10月23日
東京高裁判決　平成14年4月11日（地裁判決を維持、確定）
住民訴訟

○住民訴訟（地方自治法242条の2）

住民訴訟＝行政事件訴訟法5条で言う、民衆訴訟のひとつ

民衆訴訟…私人の個人的な権利利益の保護ということとは無関係に、いわば、行政活動の客観的適法性の実現ということ自体を直接の目的とした訴訟のこと（藤田、2006）

↓住民訴訟の場合
住民であれば誰でも、自己の個人的権利利益とかかわりなく、地方公共団体の会計行為の適正を期すために、単独で行うことができる（宇賀、2009）

ただし

住民訴訟を提起できるのは、住民監査請求を行った住民に限られる。

住民監査請求の対象となるのは、長・委員会・委員・職員による、違法・不当な財務会計上の行為又は財務に関する怠る事実である（242条1項）。

↓

監査結果に不服、地方公共団体の措置に不服である場合、住民訴訟を提起できる。

請求内容は、

一 　当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求
二 　行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求

三 　当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求

四 　当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを当該普通地方公共団体の執行機関又は職員に対して求める請求。ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が第二百四十三条の二第三項の規定による賠償の命令の対象となる者である場合にあつては、当該賠償の命令をすることを求める請求

（242条の2　第1項各号）
住民訴訟についての参考文献

藤田宙靖　「行政法入門第5版」　有斐閣,2006年

宇賀克也　「地方自治法概説第3版」　有斐閣,2009年

松本英昭　「要説地方自治法第7次改訂版」　ぎょうせい,2011年


○事件概要

原告：東京都の住民
被告：都知事
請求：損害賠償請求→都知事は、工事代金の前払い金と残代金に相当する額を東京都に支払え
・事業の概要
東京都は、大島南部の波浮港湾口にある通称「三ツ磯の池」を含む海面を埋め立てて、小型船舶係留施設を建設する埋立工事を計画した。
↓

都知事に対し埋立免許の申請をし、都知事は認可した。
○主張
＜原告＞
・工事が自然公園法違反＝環境庁長官の許可（自然公園法17条3項）がなされなかった
・埋立免許が違法＝「環境保全に関し講じる措置を記載した図書」*が縦覧されない等、住民不在のまま免許が行われた
↓

・契約の締結・公金の支出命令が違法である

・知事が契約・支出命令を阻止しなかったことは、指揮監督義務違反である
自然公園法20条３項　特別地域（特別保護地区を除く。以下この条において同じ。）内においては、次の各号に掲げる行為は、国立公園にあつては環境大臣の、国定公園にあつては都道府県知事の許可を受けなければ、してはならない。ただし（略）
＜被告＞
・自然公園法に違反しない＝国立公園内でない
・埋立免許が違法でない＝都知事は、小規模な埋立てで環境保全上特別な配慮を必要としない場合、環境影響評価書の添付を求めていない。そのため、通達に反していない*
＊公有水面埋立法2条3項　前項ノ願書ニハ国土交通省令ノ定ムル所ニ依リ左ノ図書ヲ添附スベシ
5号 　其ノ他国土交通省令ヲ以テ定ムル図書
→施行規則3条8号　環境保全に関し講じる措置を記載した図書
→通達により「埋立及び埋立地の用途に関する環境影響評価に関する資料を含む環境保全措置を記載した図書であること」

○争点
１　先行する原因行為の違法と当該財務会計職員の行為の違法との関係
２　契約の締結を阻止しなかったことにより、東京都に対し、損害賠償義務を負うか
３　支出命令を阻止しなかったことにより、東京都に対し、損害賠償義務を負うか
○裁判所の判断
争点１　先行する原因行為の違法と当該財務会計職員の行為の違法との関係
財務会計上の行為に先行する原因行為に存在する違法性をどのように考えるべきか
↓
[枠組み]　最三小判H4.12.15（東京都一日校長事件）を引用
（損害賠償請求において）「…先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても、その原因行為を前提としてされた当該職員の行為自体が財務会計法規上の義務に違反する違法なものであるときに限られると解するのが妥当である」
↓
委任者（例：都知事でなく経理部長が契約締結する）としての指揮監督権限を行使して、積極的にその財務会計行為を阻止しなかったという不作為が、地方公共団体の長自身の財務会計上の義務違反行為に当たるか否か
↓

・原因行為の瑕疵の内容・違法性の程度
・財務会計行為がなされるにあたって、長自身がその瑕疵の存在を認識することが可能であったか
　　→できたなら、是正することが可能であったか

等の諸般の事情を総合的に検討して判断されるべきものである。
↓
争点２　契約の締結を阻止しなかったことにより、東京都に対し、損害賠償義務を負うか
・自然公園法違反か
三ツ磯の池が国立公園特別地域内に位置すると断定するには、疑問の余地も存在する

・埋立免許は公有水面埋立法違反か
通達の文言からしても、すべての埋め立てについて環境影響評価に関する資料の添付が常に必要であるとは、文言上明確とは言えない→東京都のとっていた解釈は必ずしも誤りとは言えない
・知事の指揮監督義務違反があるか
契約締結を阻止する義務が存したと認めることは困難である
理由の例：三ツ磯の池等が、国立公園特別地域内に位置することが、客観的な資料から明らかであったとは言えない。縦覧したが、意見書の提出はなかった。…等
争点３　支出命令を阻止しなかったことにより、東京都に対し、損害賠償義務を負うか
・支出命令について
契約締結の原因行為が違法であっても、当該契約自体は、公序良俗違反等の無効確認がない限り、無効であるとはいうことはできない
↓
知事には、予算執行の適正を確保するために、財務会計法規上の義務として、これを阻止すべき義務が存したことを認めることは困難

裁判結果…請求棄却

○評釈（日野辰哉　自治研究79巻10号）
実質は埋立工事によって影響を被る自然環境の保護を求める訴訟→環境住民訴訟の可能性を探る事例だ
・住民訴訟
住民訴訟⇒行政作用の違法性をひろく民衆訴訟としての住民訴訟で争うことを認める結果となる

→結果的には行政事件訴訟法体系を崩してしまうおそれがある
本件

公有水面埋立法上の免許

→独立・完結した処分

→行訴法体系によって救済の体系も整備されている
↓
裁判所はいかなる判断枠組みをもって対処しているか

◎【財務会計行為に先行する原因行為の違法性の承継】
一般的判断枠組みは、[東京都1日校長事件]を引用している

＊1日校長事件：教育委員会が公立学校の教頭で勧奨退職に応じた者を校長に任命して昇給させるとともに同日退職を承認する処分をした。都知事は昇給後の号給を基礎とする退職手当の支出決定をした。（福岡より）
　　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　この事件の特徴：首長（都知事）と教育委員会は自律的な関係である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

最高裁『…先行する原因行為に違法事由が存する場合であっても、その原因行為を前提としてされた当該職員の行為自体が財務会計法規上の義務に違反する違法なものである時…』

→事件の特殊性に着目したものと評価することができる
↑↑
東京都一日校長事件における判断枠組みを、本件にそのまま活用することが、はたして妥当なものか疑問が生じることとなる。

[川崎市役所汚職職員退職金支給事件]と対比

＊川崎市分限免職処分事件：収賄罪で逮捕された市職員を市長が懲戒免職にせずに分限免職にした上これに退職手当を支給した事件。（同上、福岡より）

最高裁『行為が違法となるのは、単にそれ自体が直接法令に違反する場合だけでなく、その原因となる行為が法令に違反し許されない場合の財務会計上の行為もまた、違法となるのである』
…後行行為の権限機関による原因行為の取消停止権又は審査権限を媒介することにより、原因行為　の違法性が、後行行為に承継されることを認める趣旨にある、と解するのが一般的となった
組織法上の権限関係に障害がない場合、直ちに、先行する原因行為の財務会計行為への違法性の承継が認められることになる。
住民訴訟の本来の目的であるはずの財務会計行政における適法性の統制から距離を置くことになってしまう。

↓
原因行為たる行政処分の違法が確定したとしても、その責任は本来の権限を持つ公務員に負わせるべきである、財務会計職員に問われる責任は、あくまでも、財務会計行政についての適法性の統制の範囲に限られるべき、という「住民訴訟守備範囲論」（曽和俊文、2000を引用）は、至極もっともだ。

↓

1日校長事件の判断枠組みは、…本件のような原因行為と財務会計行為を同一の機関が担う場合においても適用すべき判断枠組みとなる。

↓
本件の判断枠組みは、評価すべき

但し、損害賠償責任の要件である違法性について、裁判所は、作用法上の違法性を検討することに終始している点で、なお問題を残す

	
	一日校長
	川崎市汚職

	権限機関
	首長と教育委員会の２つ
	１つ

	違法性の承継
	認めない
	認める


＊最後の１ページの、職員個人の責任云々は、法改正前のことが多く含まれている気がするので、省略させてもらいます。
感想

ようやく「違法性の承継」についての争いを理解できてきた。

判例の蓄積が足りていないことや、裁判所の判断のばらつきが現状の問題のようだが、自然保護に関する住民訴訟の判例を分析していくしかない。

住民訴訟で争えるのが、財務会計行為の違法に限られているため限界がある。

評釈中に引用されていた、曽和俊文（「住民訴訟制度改革論」・法と政治51巻2号,2000年）では、事業が環境法規範に違反することで公金支出が当然に違法になるということは、住民訴訟の守備範囲を逸脱している、という内容が述べられていた。
現行制度の中で争うならば、財務会計行為の違法を導けるような環境法の充実も必要であると思った（と色々な人が唱えているのを見たことがあるので、共感した）。
この事件に関しては、もしもこの三ツ磯の池が国立公園の特別地域に指定されていたと裁判所が認定していたら、結果はかわっていたかもしれない。

原告側は国立公園内かについて重点を置いたようだったが、ねらいが外れてしまったのは残念だった（日本自然保護協会の報告書よりhttp://www.nacsj.or.jp/pn/houkoku/h01-08/h08-no16.html）。

参考文献

・（評釈）日野辰哉　自治研究79巻10号、2003年、　147-155頁
・福岡右武「違法性の承継」　現代裁判法大系(28)、　144-156頁

住民監査請求　自治法242条


対象：長・委員会・委員・職員


行為の内容：公金の支出


　　　　　　財産の取得・管理・処分


　　　　　　契約の締結・履行


　　　　　　債務その他の義務の負担


　　　　　　公金の賦課・徴収を怠る


　　　　　　財産の管理を怠る


これらの行為の違法・不当↓


監査委員に監査を求める





損害賠償請求の勝訴例


あります


旅行券とかの事件





約1億9千万円





免許の要件4条2項「其の埋立が環境保全及び災害防止に十分配慮せられたるものなること」


環境影響評価法では、50ha以上の埋立はアセスメントが必要である





住民訴訟の目的は、行政の是正ではないということ
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